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天天塩塩町町人人事事行行政政のの運運営営等等のの状状況況  

 

町民の皆様に本町の職員給与及び職員数、職員の勤務条件や研修、

福利厚生の状況など人事行政全般についてお知らせし、その公平性

と透明性を高めることを目的として、『天塩町人事行政の運営等の状

況の公表に関する条例』に基づき、年 1 回定期的に人事行政の運営

等の状況をお知らせすることとしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

天塩町役場 総務課 

電話：01632-2-1001（内線 224） 

Fax：01632-2-2659 

E-Mail：soumu@teshiotown.com 



１、職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用の状況（平成２０年度） 

    

区   分 大学卒 うち試

験採用

短大卒 うち試

験採用

高校卒 うち試

験採用 

計 うち試

験採用

一般職に属する職員 １ １  １ １

看護･保健職･医師    

福祉職 ２  ２  

技能労務職    

合  計 １ １ ２  ３  
（注）①看護･保健職･医師…看護師,保健師,医師 ②福祉職…保育士  

③技能労務職…介護士,調理師 

 

（２）職員の退職の状況（平成１９年度） 

区   分 
自己

都合 

定年 

退職 

分限

免職 

懲戒

免職 

死亡

退職 
その他 合計 

一般職に属する職員 ３ １  ４

看護･保健職･医師 ４  ４

福祉職 ２  ２

技能労務職 １ １  ２

合  計 ７ ４ １  １２

 

（３）職員数、職員数の増減の状況及び当該増減の主な原因（各年４月１日現在） 

職員数 
区   分 

19 年度 20 年度

対前年 

増減数 
増減の主な原因 

議 会 ２ ２ ０  

総 務 ３０ ２６ △４ 退職及び農水部門欠員補
充による減 

税 務 ３ ３ ０  

農 水 ９ １１ ２ 欠員補充による増 

商 工 ３ ３ ０  

土 木 ６ ５ △１ 事務体制見直しによる減 

民 生 １４ １３ △１ 事務体制見直しによる減 

一般行政部門 

衛 生 ７ ７ ０  

 小 計 ７４ ７０ △４  

特別行政部門 教 育 ８ ７ △１ 事務体制見直しによる減 



病 院 ３０ ２９ △１ 退職による減 

水 道 ４ ４ ０  

下水道 ３ ２ △１ 事務体制見直しによる減 

 

公営企業等 

会 計 部 門 
その他 ２４ ２２ △２ 退職による減 

 小 計 ６１ ５７ △４  

合    計 １４３ １３４ △９  

（注）区分は、平成 20 年度地方公共団体定員管理調査の区分に従い、表中「その他」は、国保
事業･介護保険事業職員である。 

 

（４）一般行政職の職級別の職員数（平成２０年４月１日現在） 

前年度 
区 分 職務区分の内容 

職員数

（人）

構成比 

（％） 職員数 構成比

１級 主事 ８ 10.4 ７ 8.5

２級 主事 ８ 10.4 １１ 13.4

３級 係長・主査・主任 ２１ 27.2 １９ 23.2

４級 係長・主査 １１ 14.3 １３ 15.9

５級 課長補佐・主幹 １５ 19.5 ２３ 28.0

６級 課長・参事 １４ 18.2 ９ 11.0

合     計 ７７ 100.0 ８２ 100.0

（注）天塩町職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表の職務の級区分に応じた一般行政職
（税務職、看護職・保健職、福祉職、企業職、技能労務職、その他教育職を除く一般職に属
する職員をいう。以下において同じ。）の職員数である。 

 

２ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（平成１９年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 
〔年度末〕  歳出額〔A〕 実質収支 人件費〔B〕

人件費率
〔B/A〕 

前年度の 
人件費 

人 
3,782 

千円 
4,078,536 

千円
35,211 

千円
737,485 

％ 
18.1 

％
19.3 

（注）１ 普通会計決算額であるため、特別会計及び企業会計に係る人件費は含まない（次の（２）
において同じ。） 

   ２ 表中「人件費」には、議員、委員、特別職等に係る報酬・給与が含まれている。  

 

（２）職員給与費の状況（平成１９年度普通会計決算） 

給   与   費 職員数 
〔A〕 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計〔B〕 

一人当たり
給与費〔B/A〕

人 

７７ 
千円 

307,647 
千円

45,069 
千円

128,549 
千円 

481,265 
千円

6,250 
（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２  表中「給与費」には特別職に係る職員手当等が含まれている。 

 



（３）職員の平均の給料月額、平均年齢及び初任給の状況（平成２０年４月１日） 

区    分  平均給料月額 
      （百円）

平均年齢 
（歳）

初 任 給 
       （円）

大学卒 ３，３５６ ４７．３ １６３，５００

短大卒 ２，７７３ ３９．７ １４５，１００

高校卒 ３，２３７ ４５．３ １３３，０００

中学卒 ３，９４８ ５７．２

一般行政職 

全平均 ３，２２９ ４５．５  

 

（４）学歴別及び経験年数別の職員の平均給料月額の状況（平成２０年４月１日） 

                             （単位：百円） 

経 験 年 数 
区  分 10 年以上 

15 年未満 
15 年以上
20 年未満

20 年以上
25 年未満

25 年以上
30 年未満

30 年以上 
35 年未満 

35 年以上

大学卒 2,418 3,111 2,926 3,678 3,895 4,153

短大卒 2,308 2,812 3,784  4,202

高校卒 2,189 2,694 3,109 3,471 3,691 3,970

中学卒   3,948

一般行政職 

全平均 2,247 2,783 3,089 3,607 3,830 4,004

 

（５）職員に対する手当の状況 

  ①期末・勤勉手当（平成２０年４月１日） 

天 塩 町 国 
区 分 

期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計 

６月期 1.4 0.75 2.15 1.4 0.75 2.15

12 月期 1.6 0.75 2.35 1.6 0.75 2.35

計 3.0 1.50 4.50 3.0 1.50 4.50

職制上の段階、職務
の級等による加算 有 有 

期末手当 1,120 千円一人当たりの 
平均支給額 

（平成 19 年度実績） 勤勉手当 509 千円
 

 

 （注）表中「１人当たり平均支給額」は、当該年度の実支給額（基準日に在職する職員の支給
年額の合算）を当該年 12 月分の支給期日に在職する支給実績職員数で除して平均したも
のである。 

 

 

 

 

  



②退職手当（平成２０年４月１日現在） 

天 塩 町 国 
区 分 

自己都合退職 勧奨･定年退職 自己都合退職 勧奨･定年退職 

勤続 20 年 23.50 ケ月 30.55 ケ月 23.50 ケ月 30.55 ケ月 

勤続 25 年 33.50 ケ月 41.34 ケ月 33.50 ケ月 41.34 ケ月 

勤続 30 年 41.50 ケ月 50.70 ケ月 41.50 ケ月 50.70 ケ月 

最高限度額 59.28 ケ月 59.28 ケ月 59.28 ケ月 59.28 ケ月 

その他の加算措置 
定年前早期退職加算措置 

（２～２０％加算） 
定年前早期退職加算措置 

（２～２０％加算） 

退職時特別昇給 無 無 

1 人当たりの平均支給額 

（平成 19 年実績） 
１１，４４６  千円  

（注）表中「1 人当たり平均支給額」は、当該年度中に退職した職員に支給された退職手当の合
計額を当該退職者数で除して平均したものある。 

  

 ③特殊勤務手当 

   ア 種類及び支給単価等（平成２０年４月１日） 

手当の名称 主な支給対象職員・業務 支給単価 

感染症防疫作業手当
町立病院に勤務する職員が感染症の防疫に従事し
た場合 

500 円/日 以内 

医師研究手当 町立病院に勤務する医師たる職員 150 万円/月以内 

放射線作業手当 
町立病院に勤務する職員が本務としてエックス光
線放射作業に従事する職員 

230 円/日 

町立病院に勤務する職員で深夜看護等の業務に従事 6,800 円/回 
夜間看護等手当 

看護師等医療従事者を勤務時間外に呼出し勤務した場合  810 円/日 

   イ 支給実績等（各特殊勤務手当合計分）  

区     分 全職種 

支給実績（平成 19 年度決算） 27,262,640 円

支給職員１人当たり平均支給額（平成 19 年度決算） 1,239,210 円

 

 ④時間外勤務手当 

区     分 全職種 

支給実績（平成 19 年度決算） 13,501,249 円

１人当たり平均支給額（平成 19 年度決算） 129,819 円

(注)１ 時間外勤務手当には休日勤務手当を含む 
２ 表中「１人当たり平均支給額」は、当該年度の実支給総額を当該年度末に在職す    

る時間外勤務手当支給対象職員数で除した平均である。 

 

 

 



⑤その他の手当 

区 分 内  容 手  当  額 
国との 

相 違 

配偶者 月額  １３，０００円 

１人 月額   ６，５００円 

１人目（配偶者なし） 月額  １１，０００円 
扶養手当 

扶養親族（他に生計の途が
なく、主としてその職員の
扶養を受けている者）のあ
る職員に支給 

特定期間の加算 月額   ５，０００円 

同 

自ら住居するため住宅（貸
間を含む）を借り受け月額
12,000 円を超える家賃を
支払っている職員に支給 

家賃23,000円未満は12,000円を控除した
額。家賃 23,000 円を超える場合は、超え
た額の 1/2 の額（16,000 を限度）に 11,000
円を加えた額。 

同 

住居手当 
自ら居住するため住宅 
を所有する職員に支給 月額 5,000 円 異 

通勤のために交通機関等
を利用すること及び運賃
等の負担をすることを常
例とする者であって、徒歩
により通勤するものとし
た場合の通勤距離が片道
2 ㎞以上である職員に支
給 

運賃等相当額（１ヶ月 55,000 円を限度に

支給） 
同 

通勤手当 

通勤のために自動車等の
使用を常例とする者であ
って、徒歩により通勤する
ものとした場合の通勤距
離が片道 2 ㎞以上である
職員に支給 

月額 2,000 円～24,500 円 同 

課長職 月額 月額給料の 10/100 
管理職手当 

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給 

課長補佐職 月額 月額給料の 8/100 
異 

宿日直手当 
職員が宿直又は日直を命
ぜられたとき 

①宿直手当 1 月 21,000 円以内 
②日直手当 1 回 4,200 円 同 

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として午
後 10 時から午前 5 時まで
の間に勤務することを命
じられた職員に支給 

勤務 1 時間につき、勤務時間 1 時間当たり
の給料額の 25/100 

同 

世帯主（扶養親族有） 年額  116,800 円 同 
世帯主（扶養親族無） 年額   65,300 円 同 寒冷地手当 

基準日に、常時勤務する職
員 

その他 年額   44,000 円 同 
 

 

 

 

 

 



（６）特別職等の職員の給与の状況（平成２０年４月１日現在）  

区  分 給料又は報酬の月額 寒冷地手当の支給 
期末手当の 
支 給 割 合 

町  長 ５８８，０００円 有 

副 町 長 ５４４，６００円 有 

教 育 長 ５１０，０００円 有 

議  長 ２４０，０００円 無 

副 議 長 ２０５，０００円 無 

常任委員長及び 

議会運営委員長 
１８５，０００円 無 

議  員 １７５，０００円 無 

6 月期 2.125 月分  

12 月期 2.325 月分 

計    4.45 月分 

支給実績 

（平成19年度決算） 

町長・副町長の給料           １４，４９４千円 
町長･副町長の期末手当及び寒冷地手当    ６，９４７千円 
教育長の給料               ５，４９９千円 
教育長の期末手当及び寒冷地手当      ２，９４７千円 
議員（議長・副議長を含む）の報酬    ２３，６２５千円 
議員（議長・副議長を含む）の期末手当     ９３２千円 

  

（７）職員の給与の削減のための特例措置の状況（平成２０年４月１日） 

削減項目 内         容 

給料月額 

 

 

特別職         一般職員 

町長 △３０％     １～４級（一般）△５％    

副町長 △２０％    ５～６級（管理職）△８％ 

教育長 △１５％ 

期末・勤勉手当 一般職員 △１０％ 

 

３、職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）職員の勤務時間（平成２０年４月１日現在） 

一週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 週休日 

４０時間 ８時３０分 １７時３０分 １２～１３時 土曜及び日曜日 

 （注）１ 表中「一週間の勤務日数」は、地方公務員法第 24 条第 6 項の規定に基づき条例で
定めた職員の勤務時間である。 

    ２ 役場庁舎以外の勤務場所では、これと異なる勤務形態となる場合がある。 

 

（２）職員の年次有給休暇の取得状況（平成 19 年 1 月 1日～平成 19 年 12 月 31 日） 

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 取得率 

３，６８２ 日 １，０２２ 日 ９２ 人 １１ 日 ２７．８ ％

 （注）１ 表中「対象職員数」は、当該年の 1 月 1 日から 12 月 31 日までの全期間在職した
一般職員の合計数とし、当該期間の中途採用者、退職者、育児休業者及び派遣職員を
除く。 

    ２ 表中「総付与日数」は、当該年の 1月 1日現在において全期間在職した職員に付与
された日数（前年度からの繰越分を含む）の合計である。 

    ３ 表中「総取得数」は、全期間在職した職員の取得した年次有給休暇の合計である。    



（３）職員の時間外勤務の状況（平成１９年度実績） 

月    別 時間外勤務時間数（時間） 

４月  １，６２４ 

５月   ５１０ 

６月   ５３４ 

７月 １，２６９ 

８月     ４０７ 

９月   ４７４ 

１０月     ４５０ 

１１月   ５４１ 

１２月     ６６７ 

１月   ７６８ 

２月   ５６５ 

３月   ５９７ 

合        計 ８，４０６ 

職員 1 人当たり年間平均      ８０ 

 （注）１ 表中「時間外勤務時間数」は、当該年度中において職員が実際 
に行った時間外勤務の当該時間の月別合計である。 

    ２ 表中「職員 1人当たり年間平均」は、時間外勤務時間数の合計 
を当該年度末に在職する時間外勤務手当支給対象職員数で除して 
平均したものである。 

 

４、職員の分限及び懲戒処分の状況 

 （１）職員の分限の件数（平成１９年度） 

処 分 事 由 降任 免職 休職 降給 計 

処分なし      

合   計      

 （注）職員のうち地方公務員法に基づき分限処分に付された職員の状況であり、当該年度に
おいて同一の職員が複数回にわたって分限処分された場合は、重複して計上している。 

 

（２）職員の懲戒の件数（平成１９年度） 

処 分 事 由 戒告 減給 停職 免職 計 

交通違反による処分（公務外） １  １  ２

合   計 １  １  ２

（注）職員のうち地方公務員法に基づき懲戒処分に付された職員の状況であり、当該年度にお
いて同一の職員が複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、重複して計上している。 

 

 

 

 



５、職員の服務の状況 

（１）営利企業等の従事の許可件数（平成１９年度） 

区    分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事の許可申請 １４ １４

 （注）地方公務員法第 38 条の規定に基づく営利企業等の従事の許可の状況である。 

 

６、職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）職員の研修の実施状況（平成１９年度） 

研修の名称 研修の内容 対象者 実施回数 修了者数

北海道市町村職員研修センター 一般研修（行政法） 採用後 4年以上 ２ ２

〃   〃 （管理能力） 課長、課長補佐 １ １

       〃 専門実務研修 
法令実務（基礎）

修了又は同程度 
２ ２

留萌管内町村職員中級研修 職場研修 採用 4 年目 １ ２

留萌地区法務基礎研修   〃  １ １０

留萌宗谷地区法務応用研修   〃  １ １０

３支庁合同町村職員中級研修    〃  １ ２

留萌管内町村職員等特別研修    〃  １ ３
 （注）地方公務員法第 39 条の規定に基づき、任命権者が行う職員の研修（総務課所管研修）

の状況である。 
 

（２）職員の勤務成績の評定の状況（平成１９年度） 

    人事院規則に定める期間の勤務状況により評定 

 

７、職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の厚生制度の状況（平成１９年度） 

区    分 内  容 実施状況 
職員の保健に関すること 職員健康診断事業 総合検診の実施 
職員の元気回復に関すること 未実施  
その他職員の厚生に関すること 未実施  

 （注）地方公務員法第状況 42 条の規定に基づく職員の厚生制度の状況である。 
  
（２）職員の公務災害補償の状況 
  ①公務災害（平成１９年度） 

認 定 件 数 
受 理 件 数 

公務災害該当 公務災害非該当 
取り下げ件数 

該当者なし    



 


